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舟田　正之
Ⅰ．近年の移動系電気通信規制に関する諸課題
（１）電気通信事業については、1985年の電気通信制度改革を契機として、多様な形で顕著に競争が進展し、それに対応して各種の規制緩和・規制改革が行われている。電気通信事業は、それまで長期間、国内は旧電電公社、国際はKDDの制度上独占体制が構築・運営されてきたこと、また、前記の制度改革後も、地域通信分野等において依然としてNTT東西等が市場支配的地位にあること等から、公正かつ自由な競争を促進し、利用者の利益を確保するため、一定の事業法上の規制が残されている。
一般に、電気通信、電力等の公益事業分野においては、事業法上の規制を緩和・撤廃して自由競争に委ねるだけでは、直ちに「公正かつ自由な競争」が実現するわけではない。各事業分野特有の発展に即した競争を促進し、利用者の利益を確保のために、独禁法による一般的規制と並んで、各分野に特有の競争促進政策・制度（＝事業法上の規制）が重要な役割を担っている。

（２）電気通信事業のうち、移動系電気通信事業に関する近年の競争政策的課題として、NTT東西によるFTTHサービスの卸提供（いわゆる「サービス卸」問題。特にドコモが卸を受けてFTTHサービスを提供すること等について議論がなされた）、市場支配的事業者に対する禁止行為規制の緩和、移動系電気通信事業者（以下、「キャリア」と略記）間の接続に関する諸問題がある。これらについては、情報通信審議会の下部機関として設置された基本政策委員会において検討され（いわゆる「包括検証」）、同審議会の答申（2014年12月）
を受けて、2015年の電気通信事業法改正において一定の取組みがなされた。
また、近年は利用者保護ないし「消費者の権利」の拡充のための諸課題が検討されつつあり、前記の電気通信事業法改正では、初期契約解除ルールの導入等が行われた。本稿の検討対象である携帯電話の料金等については、例えばキャリア・販売事業者によるキャッシュバック合戦の加熱が問題となり、2014年3月中旬から携帯大手3社とその販売代理店はキャッシュバックを自粛・停止した。スマートフォンのSIMロック解除についても、「SIMロック解除に関するガイドライン」が改正され、2015年から各キャリアによる実施がなされている
。
（３）2014年頃、大手通信会社は儲けすぎではないかという議論が見られるようになった。その背景には、日本企業の営業利益ランキングには、近年、NTT（持株会社）のほか、ソフトバンク、KDDI、ドコモの携帯大手3社がトップ10に入っているという事実がある
。2015年9月、安倍首相から経済財政諮問会議で「携帯料金等の家計負担の軽減は大きな課題」との発言があり、これを受けて、総務省のタスクフォースにおいて検討が行われ、同年12月に取りまとめが公表された。
この取りまとめの要点は、以下のとおり。①大手3社は、「ライトユーザも利用しやすいスマートフォン向けの料金プランを検討すべき」、②「端末価格からサービス・料金を中心とした競争への転換」、「高額な端末購入補助に伴う利用者間の不公平の是正のため、端末購入補助を受けないスマートフォンの長期利用者等の負担の軽減になるような料金プラン等の提供を検討すべき」、③「MVNOサービスの低廉化・多様化を通じた競争促進」のために諸施策を講じるべきである
。
これ受けて、総務省は今後実施する施策について、「スマートフォンの料金負担の軽減及び端末販売の適正化に関する取組方針」を策定した（2015年12月18日）
。同時に、総務大臣からドコモ、ＫＤＤＩ、ソフトバンクに対し、スマートフォンの料金及び端末販売に関して講ずべき措置について要請が行われた。その後、総務省は、「端末購入補助の適正化に関するガイドライン」（以下、「本ガイドライン」と略記）を策定し、電気通信事業報告規則改正を行った(2016年3月)
。
（４）本稿では、前記のタスクフォースの諸課題のうち、②の「高額な端末購入補助」と、その背景にある2年拘束契約（いわゆる「2年縛り」）について検討する。これらが大手3社の携帯料金・提供条件の特徴を形成している大きな要因と考えられる。
この端末購入補助とは、「スマートフォンの購入を条件として事業者が利用者に対して提供する携帯電話の電気通信役務の料金又はスマートフォンの購入代金の割引(当該電気通信役務と併せて提供される役務の料金や物品の購入代金の割引を含む。)及び金銭その他の物品又は役務の代価とすることができる経済上の利益並びに販売店によるスマートフォンの販売に応じて事業者が販売店に対して支払う金銭」を指す（「本ガイドライン」）。すなわち、これには、キャリアから利用者に割引等の形態で提供されるものと、キャリアから販売事業者に提供されるものの双方が含まれる。
携帯端末の販売の際に消費者に提供される各種の利益の原資は、キャリアから販売事業者に提供される販売奨励金であり、これには各種のものがあるようである。そのなかでも、端末の新規購入またはMNP（キャリア変更）の際に、1台当たりいくらとして提供される販売奨励金が総額で巨額にのぼることが指摘されている（なお、本稿では携帯端末のうち、主としてスマートフォンを念頭に検討する。）
Ⅱ　独禁法上の論点
携帯電話に関する上記のような諸取引形態と独占禁止法との関係はどうなのか。特に、携帯端末の新規購入またはMNP（乗り換え）が行われる場合、いわゆる端末「実質ゼロ円」になるような取引形態や2年拘束条項は、独禁法違反にならないのであろうか。
「実質ゼロ円」とは、2016年初頭頃までの端末販売において、例えば、販売事業者から利用者への端末の小売値10万円に対し、第一に、キャリアが1万円の端末代金値引きを負担し、第二に、差し引き9万円を利用者の24ヶ月の割賦払いとするが、各キャリアは毎月の割賦代金相当額を「月々サポート」（ドコモの場合）等の名称で差し引き、実質的に利用者負担ゼロとなる、ということを指す。
2年拘束契約（「2年縛り」）とは、利用者が通信サービスに関する契約を2年間継続することを条件として基本料を大幅に割り引き、中途解約の際には9500円の違約金を支払うという条件を付すことを指す。

１．再販売価格維持行為（独禁法2条9項4号）

端末については、販売事業者と利用者の間の契約で売買されるのが通常であるのに対し、通信サービスはキャリアが提供するものであり、販売事業者はキャリアと利用者の間の通信契約の媒介を行っている。
各キャリアの料金プラン・割引表を見ると、端末の実質負担額など細かいところまで規定してあり、これは再販売価格維持行為にほかならないように見える。通信サービスの料金プラン・割引などは、キャリアにとって自分のサービスに関するものであるから、これは当然のことで、問題は、端末の価格まで明示されていることである。
しかし、端末販売については、過去に、キャリアに対し独禁法上違法な再販売価格維持行為とされた事例があり
、キャリアは現在これを踏まえて販売事業者と取引しているので、価格拘束はなく、あくまで推奨価格ないしモデル価格に過ぎないが実態のようであり、実際にも、一部販売事業者が独自の低廉な取引条件を提示することもある。
２．抱き合わせ販売・不当な利益による顧客誘引（一般指定9項・10項）
端末「実質ゼロ円」のような販売形態は、端末と通信サービスの抱き合わせ販売（一般指定10項前段）には当たらない。第一に、販売事業者の店頭においては、利用者は、通信サービスについてはキャリアと、また端末については販売事業者と契約するのであり、第二に、本10項は取引の「強制」（「購入させ」）が要件であるので、ユーザーが別の選択肢を提供されている以上、本項には当たらない（「強制」をより実質的に判断する可能性もあるが、ここでは割愛する）。
携帯端末は、供給者がそれぞれの商品・役務を抱合わせのみで販売するpure bundlingではなく、商品・役務がそれぞれ別個でも販売され、ただし、リベートや割引等の強力な誘引手段でバンドルするmixed bundlingとして提供されている（以下、役務等も含め「商品」と略記する）
。俗に言う「セット割り」とは、後者（mixed bundling）を想定していると思われる。例えば、利用者はSIMロック・フリーの端末をメーカー等から購入して、通信サービスだけキャリアと契約することも可能である。
　端末「実質ゼロ円」については、むしろ「不当な利益による顧客誘引」（一般指定9項）に該当するか否かが問題となろう。これに近い事例として、オール電化問題（公取委警告＝平成17・4・21）が挙げられる
。これについては、「不当な利益」か否か、また、当該行為によって公正な競争を阻害するおそれがあるかが問題となる。「不当な利益」か否かは、具体的な規範的判断によって決まり、その例としては、一定割合以上の景品、証券会社による損失補填などが挙げられる。これらの前例を踏まえれば、端末「実質ゼロ円」の商法が直ちに本9項に該当するとはいい難いように思われる。
３．不当な差別対価（独禁法2条9項2号）
　新規に端末を購入するユーザーに対する割引等によって、既に端末を購入済みのユーザーに対する料金は相対的に高いものとなっているとの批判がある。これも広義では差別対価になっているといえようが、その正当化事由として、端末の販売促進を通じて、通信サービスの高度化に合わせられる高機能の端末を買って使って欲しい、というキャリア側の経営戦略が挙げられる。特に近年の通信サービスの高度化は著しく、それを前提とした各種のアプリの開発・利用が行われ、それは利用するデータ通信の爆発的増加として現れており、これはキャリアの経営努力によるものであるとともに、収入の増加をもたらす効果もある。利用者側の利益としても、若者を中心とした上記の利用動向があり、一概に利用者の利益に反するとはいえないであろう。
　さらに、これまでの不当な差別対価に関する消極的な解釈・運用の傾向や、経済学からの差別対価規制に対する否定的評価などから考えると、不当な差別対価とすることは難しいように思われる。

４．不当廉売（独禁法2条9項3号、一般指定6項）
　キャリアによる端末購入補助によって端末「実質ゼロ円」となる場合、これは不当廉売に当たらないであろうか。

　セット割りに関する不当廉売の要件としてのコスト割れについては、①２つの商品（端末と通信サービス）のコストを合計して、それが合計料金を下回るとみるのか、②それぞれの商品ごとにコスト割れの有無をみるのか、それとも、③米国の判例等にあるように、どちらか１つの商品に割引額を全部帰属させて算定するか（割引帰属基準説）、議論が分かれる。

行為者側の経営の観点だけからは、当然、前記①の合計方式によってコスト割れでなければ合理的な料金設定だとなろう。また、それぞれの商品の競争事業者への影響をそれぞれ個別にみるという観点からは、前記②の個別にコスト割れの有無をみる立場も説得的である
。いわゆる「独占の梃子」を警戒する観点からは、独占的商品とのセット割によって競争的商品に関し競争上優位に立つことが問題になるので、前記③の割引帰属基準によって、特に競争的商品に関しコスト割れの有無をみるべきだとされる
。携帯市場においては、大手3社だけみれば前記①または②の観点によることになろうが、事業規模の小さいMVNOは同様の端末割引を行えない実態にあるということを重視すれば、前記③をとる可能性もある。
　また、コストと売上額の算定期間について、前記の2年拘束契約につき、2年間に限ってみるのかについても問題となる。キャリアとしては、この契約形態においては利用者が平均で例えば4年間取引を継続すれば、それで「もとがとれる」から、コスト割れとはいえない、という議論をどう考えるかということである。
　上記はセット割りを前提にしていたが、端末「実質ゼロ円」と2年拘束は形式的には別個の契約条件であり、むしろ、エレベーター本体の販売と保守管理サービス、または、プリンターとインク・カートリッジ等について、前者の商品を安くして後者で利益を取り戻すという商法がとられ、独禁法上議論されてきた問題と共通するという見方もあり得る。
さらにコスト割れがあるとしても、それによって携帯通信市場における競争が減殺・制限されるか否かの判断も微妙である。携帯大手3社による「実質ゼロ円」での販売は、膨大な数の顧客との間の多様な契約のほんの一部にすぎない。また、3社が同様の端末セット割り販売をしつつ、激しい顧客争奪競争を継続しているということと、それによってMVNOが競争上著しく不利な立場に置かれているということのいずれを重視するかによっても判断が異なることになろう。
５．不当な拘束条件付取引（一般指定12項）
端末「実質ゼロ円」においては、端末を廉価で販売する条件として通信サービスを2年拘束することと実際には結び付いているから、拘束条件付取引または「排他的取引」（公取委「排除型私的独占に係る独占禁止法上の指針」第２、３）に当たらないかということも問題になるが、紙幅の制約もあり、ここでは2年間の期間拘束だけに絞って検討する。
2年拘束契約については、利用者を2年間拘束し、かつ2年後に解約の申出がない限り自動更新という期間拘束が競争に与える影響が問題である。一般に、市場支配的地位にある単独トップ企業または少数の寡占的企業がそろって、多くの顧客を長期間にわたって契約を継続するように拘束することは、顧客争奪競争を抑圧し、競争を制限または減殺する効果をもつ
。
この点については、おそらく次のように議論が分かれよう。
① 上記の取引条件は、利用者のキャリア変更のコストを高くし、携帯大手3社間の協調的寡占という状況を作り出し、また、MVNOに対する参入障壁ないし相当程度の「市場閉鎖」効果
をもたらしており、競争を減殺するおそれがある。
②　3社間での競争、特に店頭での顧客争奪競争が激しく行われており、また、期間拘束はMVNOに対する反競争的効果をもたらしているとしても、それだけで競争減殺のおそれを認めることは難しい。

私は、今のところ後者②の意見に傾いているが、これは現在の携帯通信市場における競争をどう評価するかという問題にも関連している。そこで次に、この問題について簡単に検討しよう。
Ⅲ　高度寡占市場における意識的並行行為
（１）少数のプレーヤーが市場の大部分を占める高度寡占市場において、寡占企業は価格等の取引条件において同調的な行動をとることが少なからず見られる。それが明示または黙示の合意に基づく場合は、競争制限的合意(共同行為)をどう立証するかという独禁法上の解釈・適用の問題になるが、合意が全くなく、寡占企業がそれぞれ独自に、与えられた環境の下で、自らにとって最適な競争戦略をとることの結果として表れている現象であるという議論もある。後者の意味での意識的並行行為（conscious parallelism)は、競争制限的合意がないので、独禁法上、違法なカルテル（「不当な取引制限」）には当たらないと解されている。
　しかし、この意識的並行行為が、なぜ競争事業者間で成立するかということを考えてみれば、これを、①各種の人為的な競争回避の戦略がとられ協調的価格行動となっている場合
と、②激しい技術開発・顧客争奪競争の結果、製品差別化がほぼ消滅し、結果的に同調的価格行動となっている場合、とを区別することが重要である。これを言い換えれば、高度寡占市場においては、①各種の非競争的または反競争的な意識的並行行為がとられることもあり、②寡占企業間の自由競争の結果として、各社の料金が似たような動きをすることもある。ただし、このように①と②に分けることについては、何が「人為的な競争回避」かが問題であり、一応の区別に過ぎない。
このうちの①については、1970年代までの「流通御三家」（自動車、家電、化粧品）、その後の日米経済構造協議(1989～90年)の際に問題となった、自動車、板ガラス、写真フィルム、ビールなどにおいて、協調的な寡占企業の力を支えているのは、ほとんどの場合、流通支配であった。これらの業界においては、互いに激しい技術開発・顧客争奪競争をしつつ、本体の価格についてはメーカーが流通業者を厳しく管理し、1960年代までのインフレ基調の経済状況の下で、「管理価格」は日本に限られず先進諸国で共通の経済政策的課題とされていた
。
　非競争的な意識的並行行為としてよく知られている例として、全国紙の有力新聞発行本社である朝毎読3紙は、1950年代後半以降、長く同調的値上げを繰り返し、特に1959年の公取委による3社の「紳士協定」不問処分に対しては、学説から厳しい批判がなされた
。同様の同調的価格行動は、ビール3社やその他の寡占産業(例えば、板ガラス製造業、鉄鋼産業等)においても広く見られ、これが独禁法1977年（昭和52年）改正による、同調的価格引き上げに対する理由報告徴収制度の新設につながった
。
（２）近年、携帯大手3社は、共同行為（カルテル）を行っているのではなく、それぞれ各自にとって最適な行動をとろうとし、互いの差異をつぶす戦略がとられており、かつ、3社間でお互い「血で血を洗う」競争は避けようという行動様式がとられ、その結果として横並びの料金体系になっており、その意味で協調的寡占になっている
。すなわち、3社の意識的並行行為は、上記のような過去の新聞等における競争回避的な協調的寡占体制の場合とは明白に異なっており、3社間の激しい顧客争奪競争のなかで、結果としてほぼ斉一的な料金体系になっているとみられる。
例えば、データ通信の料金は2014年6月まで、3社とも7GBまででほぼ同額であった。2015年6月以降の新料金体系では、3社揃ってカケホーダイ方式に移行した。「2年拘束契約・基本料金割引・違約金約9500円」のパッケージも3社ほぼ同様である。
前述のように、3社は、前記の新聞等の事例のように、互いに協調的な関係のなかで、競争を回避し、同調的な行動をとろうとしているわけではない。逆に、3社間で激しい顧客争奪競争が展開されており、互いに他社の取引条件を常に監視し、他社の先行行動（例えば、新規の割引の発表）に対し、迅速に対抗的行動をとる、すなわち他社に後れをとらないように追随する、という行動様式が特徴的である。

携帯3社は、仮に1社が思い切った低料金を打ち出しても他社がすぐ追随するので、料金引き下げは利益・顧客の拡大に結び付かず、単に料金収入の減少をもたらすだけであるから、全面的に低料金を競い合うことは控えるという状況になっていると推測され、この点では非競争的な面もあるといえよう。
もっとも、例えばソフトバンクのホワイトプラン発表(2007年)の例のように、3社のうちの1社が単独で思い切った競争的料金を提示することはある。しかし、この場合もこれが成功したようだとみられると、他社も追随することになる(その間のタイムラグで、ソフトバンクは急伸長した)。このような例外的行動も時折見られるが、おおむね3社は、結果的に同調的価格行動をとってきているといえよう。
ただし、子細にみると、最近は3社間で特に割引の仕方等で微妙な差異も出てきているようであり、また、MVNOの急伸長等、徐々に、3社の意識的並行行為(状態)に変化が見られつつあるといえるかもしれない。他方で、近年のLTEへの移行過程で、大手3社の提供する通信サービスの質は著しく接近し、また、端末についてもiPhoneを3社が揃って提供するようになった等の事情から、3社のサービスの同質性が高まっているという側面もある。

（３）上記のような携帯3社の同調的価格行動の下で、激しい顧客争奪競争が行われてきたことから、前述の総務省・タスクフォースの取りまとめにあるように、①ライトユーザにとって割高で、一部のチャーン(churn：頻繁にキャリアを乗り換えるユーザー)が不当な利益を得ている、②高額な端末購入補助、③MVNOが競争上極めて不利、等々の現象がみられる。少なくともこれらの現象に着目する限り、このような状況は、一般消費者の利益に結び付く競争になっているとは言いがたく、「公正かつ自由な競争」の実現という観点からは必ずしも望ましい状況とはいえないように思われる。
しかし、これらは3社にとっては合理的な競争的行動であって、この状態は外から変える以外には変えようがない。そのために考えられる競争政策としては、3社以外の競争事業者による競争圧力を強めること、具体的には、3社以外のキャリアに電波免許を与えるとか、MVNOの伸張・事業拡大を促すような施策を講じるなどが挙げられる。特に後者については、政策として取組みが行われつつあり、「格安スマホ」等と呼ばれ需要も急増しているが、市場全体としては大手3社の取引形態を大きく変えるようなインパクトを早急に期待することはできないであろう。
Ⅳ　事業法・ガイドラインによる料金規制
（１）以上のことから、端末「実質ゼロ円」になるような取引形態に対しては、独占禁止法による規制とは別に、電気通信事業法に基づく規制によって、何らかの施策を講じる必要があると考えられる。
通信サービスに関する料金に対する事業法上の規制については、一般的な流れである「事前規制から事後規制へ」という考え方に基づき、料金認可制から自由料金に規制緩和がなされており、業務改善命令（電気通信事業法29条1項2号、4号、5号、10号、12号等）による事後規制だけが規制手段として残されている。業務改善命令などの不利益処分をするためには、事前に、ある程度具体的なルールを設定して公表するよう努めることとされており（行政手続法12条参照）、
命令それ自体も明確な内容をもっている必要がある。しかし、本稿で検討している端末購入補助に関する諸問題について、現時点で直ちにこの手段を用いることは相当な困難が伴う。
このような状況においても、前記の業務改善命令に関する諸規定を背景にしながら、担当行政庁が指針（ガイドライン）等を提示・公表し、それを踏まえた事業者の自主的な対応に期待する、また仮にガイドライン違反（またはその趣旨に沿わない）行為があれば行政指導を行う、という方法がある。
その際には、従来の行政指導が、ある私人1者に対する個別の指導と不透明さによって批判され（行政処分の代替として安易に用いられ、しかもこれに対し異議申立ができない等々）、他方で、業界全体に対する一律の行政指導が「独占禁止法違反行為を誘発する場合さえある」、と指摘されてきたことを踏まえることが肝要である
。
今回のガイドライン・行政指導方式（本稿Ⅰ（３）参照）は、開かれたルール化への志向をもち、かつ、透明性・公開性、指導の根拠の明示などの点で、従来の行政指導に対する批判を踏まえたものになっていると考えられる。これによれば、仮に事業者が正当な理由なく本ガイドラインに沿った取組を適正にとらず、電気通信の健全な発達に支障が生じるおそれがある場合には、次に業務改善命令の発出を検討するという仕組みとなっている。

（２）本ガイドラインにおいて、本稿で特に注目した端末購入補助については、「端末を購入しない利用者との間で著しい不公平を生じないよう、端末の調達費用に応じ、合理的な額の負担を求めることが適当である」、「このため、事業者は（中略）端末購入補助を縮小するものとする」、と述べられている。ただし、いわゆる型落ち端末等の場合については、「端末の価格に相当するような行き過ぎた額とならないよう」、とされている。
これは、本タスクフォースにおける議論を踏まえたものであって、ここに示された考え方に適合しない場合には不当ないし違法と判断される可能性がある、ということを示したものと考えられる。これは、行政庁からキャリアに対するメッセージであるといえよう。今後、総務省は、実態調査を継続的に実施し、事業者側の自主的対応をみつつ、より具体的なルール作りを進めるものと思われる
。
（３）電気通信事業法の目的・趣旨・規制の仕組みは、言うまでもなく独禁法のそれらとは異なる。各法律の「相対的独自性」の原則は、独禁法と各事業法の関係を理解する上でも重要である。しかし同時に、両者の諸規定には内容的に重なる部分も多く、またともに一般的な法理念としての「公正かつ自由な競争」秩序の下に整序されるべきである。
　具体的には、ここで検討した端末購入補助や2年拘束契約に関しても、本稿Ⅱで検討した再販以下の各行為類型は、独禁法の分野で長く法適用・運用とその理論的検討・整理が行われてきたものである。そこで述べた様に、携帯大手3社による端末「実質ゼロ円」や2年拘束契約を直ちに独禁法違反とすることは難しいと考えられるが、そこで用いられる判断枠組みは、電気通信事業法の適用・運用においても、電気通信事業特有の実態と制度を踏まえつつ参考とすべきであろう
。
注
� 　情報通信審議会答申「2020年代に向けた情報通信政策の在り方－世界最高レベルの情報通信基盤の更なる普及・発展に向けて－」（平成26年12月18日）


� 　参照、総務省「ＩＣＴサービス安心・安全研究会報告書」（2014年12月）。SIMロック解除に関しては、舟田「スマートフォンのサービス構造と通信市場の適正化」現代消費者法25号12頁以下（2014年）を参照。


� 　当時の報道として例えば、「格安スマホ隆盛の裏に“大手もうけ過ぎ”の構図あり」ダイヤモンド・オンライン(『週刊ダイヤモンド』2015年5月16日) 参照。�HYPERLINK "http://diamond.jp/articles/-/71218"�http://diamond.jp/articles/-/71218�


�　総務省「ICTサービス安心・安全研究会」の下に設置された「携帯電話の料金その他の提供条件に関するタスクフォース」における議論および取りまとめについては、次を参照。http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/kenkyu/ict_anshin/


以上につき、私の個人ホームページに掲載した、「携帯電話のキャッシュバック合戦と『取引の不当妨害』」 (2014年)、「携帯に関する2年拘束契約について---- 主として競争法・競争政策の観点から」（2015年。2016年補筆）を参照。http://www.pluto.dti.ne.jp/~funada/


� 　 http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/02kiban03_03000255.html


� 　http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/02kiban03_03000264.html


� ドコモ・東京デジタルホン・ツーカーセルラー東京3社の再販売価格維持事件＝勧告審決平成9・12・16審決集44巻294頁以下。なお、ジェイフォン販売価格表示拘束事件＝勧告審決平成15年9月4日審決集50巻369頁をも参照。


�これついては、後注13の諸文献のほか、池田千鶴『競争法における合併規制の目的と根拠』（商事法務、2008年）各所、特に428頁以下、432頁以下（「bundlingによる市場閉鎖」）等を参照。


�　根岸哲＝舟田正之『独占禁止法概説』(有斐閣、第5版、2015年)235頁、舟田正之（編著）『電力改革と独占禁止法・競争政策』（有斐閣、2014年）125頁以下参照。ただし、本事件では、取引条件等の差別取扱い（一般指定4項）に該当するおそれがあるとされている。


� 　電力とその他の商品のセット割りについて、公取委「適正な電力取引についての指針」（第二部Ⅰ２（１）①イⅰ）のとる立場である。これは、２つの商品がそれぞれ別個の事業者によって提供されるという実態を前提にしていることに留意すべきである。


�　独占的商品と競争的商品のセット割りについては、藤田稔「バンドリングリベートに対する競争政策」山形大学紀要（社会科学）39巻1号121頁以下（2008年）、岡田直己「複合的性格を有する排他的行為の違法性判断基準---- バンドルリベートと同等効率競争者理論の視点を中心に」慶應大学・法学政治学論究80号157頁以下（2009年）、同「バンドル・ディスカウントの複合的性格と独禁法上の問題」青山法務研究論集2号23頁以下（2010年）、早川雄一郎「複数製品リベート・セット割引規制における”Discount Attribution”基準」公正取引770号54頁以下、59頁（2014年）、同「競争者排除型行為規制の目的と構造 (6)」法学論叢177巻2号55頁以下、その他各所（2015年）, 池田千鶴「電気通信分野における寡占化・グループ化・連携サービスへの対応と規律」日本経済法学会年報58号55頁以下、63頁以下（2015年）、


佐藤佳邦「電力のセット販売割引と法的課題----米国反トラスト法の議論の整理」電力中央研究所報告Y15015（2016年）、岸井大太郎「『セット割引』と独占禁止法」NextCom26号34頁以下（2016年）等を参照。


� 　期間拘束が独禁法上の問題になったのは、三重運賃事件＝審判審決昭和47・8・18審決集19巻57頁、北海道電力私的独占警告事件＝公取委警告平成14年6月28日等である。


� この市場閉鎖を問題とする視点については、池田・前注8、早川・前注11、伊永大輔「EUにおける市場支配的地位の濫用に係る指針(下)」公正取引711号51頁等を参照。


� 　意識的並行行為が成立し維持するためには、通常、何らかの支配行為や人為的行為がなされているとし、これを規制するために「共同遂行」を広く解する説として、正田彬『全訂　独占禁止法Ⅰ』（日本評論社、1980年）55頁以下、95頁以下、245頁以下等を参照。


� 　管理価格については、公取委事務局（編）『管理価格----独占禁止懇話会資料１』（大蔵省印刷局、1970年）4頁等を参照。本文で述べた流通支配の問題については、舟田正之『不公正な取引方法』（有斐閣、2009年）286頁以下参照。管理価格・意識的並行行為と諸外国の競争法の関係については、和田健夫「戦後西ドイツにおけるカルテル規制の変遷(4)(5)」北大法学論集33巻1号43頁以下、34巻2号341頁以下(1982年)、同「不当な取引制限の成立と立証(上)(下)」商学討究(小樽商科大学)45巻3号109頁(1995年)、47巻2・3号145頁(1997年)を参照。


管理価格に対しては、「価格の高さ自体を濫用として規制することには実際の運用上の難点があるが、高価格が形成される仕方ないし中長期的価格構造について、濫用の要素がないかを見ることによって規制することができる」（舟田正之「消費者取引における価格の適正化」遠藤浩＝林良平＝水本浩（監修）『現代契約法大系　第4巻』（有斐閣，1985年）154頁）。ここで、「高価格が形成される仕方ないし中長期的価格構造」とは、具体的には、例えば寡占メーカーによる販売事業者の支配に基づく価格拘束システムである。ここで検討している、携帯市場における大部分の販売事業者に関する専売店制、販売奨励金によるコントロール、利用者に対する2年拘束契約等もその１つといえるか否かが論点となる。


�　八尋昇「新聞値上事件の審査経過について」公正取引108号38頁以下(1959年)、公取委「（資料）新聞購読料値上げ問題等に関する審査結果の概要」公正取引279号33頁以下(1974年)、正田彬『消費者の権利　新版』（岩波新書、2010年）98頁、根岸＝舟田『独占禁止法概説』（前注9）13頁、142頁等を参照。


�　「同調的価格引上げに対する理由報告制度」（旧18条の2）は、同調的価格行動を阻止ないし抑制しようとしたものであるが、同法平成17年改正で廃止された。この制度は当初から、特に鉄鋼業などの同調的価格引上げに対する抑止力として機能せず、その実効性を高める方策も見出し得なかったからである。


また、「独占的状態に関する規定」（独禁法2条7項、8条の4）によって、一定の独占的状態になっている場合は、企業分割を含め、競争回復措置がとられることになっている。これに基づき、現在、電気通信事業分野においては、固定通信・移動通信の2事業分野が、市場構造要件を満たすとして、いわば要注意リストに掲載されている。「独占的状態の定義規定のうち事業分野に関する考え方について」（昭和52年公取委事務局）（最終改定、平成26年11月26日）。しかし、両事業分野ともその他の弊害要件（超過利潤等）を満たしていないので、競争回復措置はとられていない。


なお、携帯市場は、基本的には、上記の各規制が懸念した「停滞的寡占市場」ではなく、次々と実現されている技術革新等に基づき、ダイナミックに革新が続いている市場である。ただし、携帯サービスの契約者増は既に頭打ちの傾向が明確になっており、この点で新しい局面に入っているようにも思われる。


� 　土佐和生「2年拘束・自動更新条項と解約金についての検討」現代消費者25号19頁以下(2014年)、舟田・前注2現代消費者法25号12頁以下参照。


� 　公取委「行政指導に関する独占禁止法上の考え方」（平成6年。最終改定、平成22年）の「はじめに」を参照。なお、行政指導と独占禁止法の関係については、この「考え方」の前身である「独占禁止法と行政指導との関係についての考え方」（昭和56年）の制定時に多くの議論があり、また、今回の携帯料金をめぐる議論においても慎重に検討されたが、その詳細は割愛する。


� 　本ガイドライン公表後、総務省は、ドコモとソフトバンクに対し端末購入補助の適正化を図ること等の行政指導を文書で行い（4月5日）、KDDIに対し販売奨励金につき口頭注意を行った（4月13日）等、現在の事態は流動的なようである。


� 　本稿では直接には触れなかったが、公取委・総務省「電気通信分野における競争の促進に関する指針」（最終改定平成284年5月20日。同指針は現在改定作業中）Ⅱ第3、3(1) (ｳ) および同(2)には「セット割引」、、「セット提供」について記述がある。








1

